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論 文 内 容 の 要 旨
本論文は経済統計に用いられる各種分類の中で もっとも基本的な分類である職業分類及び
産業分類についてその歴史的形成過程及び理論的構成、 さらに国際標準分類、 日本標準分類
の形成過程について論考 したものである。
今日では職業分類が個人(就 業者)の 属性の一つである職業を体系的に配列 したものであ
り、産業分類が事業者あるいは企業の属性の一つである産業を体系的に配列 したものである
ことはいわば自明のこととされている。 しか し、職業と産業をともに社会的分業の表章 とし
て統一的にとらえ、その分類体系の形成過程を商品経済の発展と対応させて考究 したものは
必らず しも多 くはない。
経済統計を現状分析の素材 として利用するばあい、何等かの統計分類を表頭と表側に配 し
た統計表を用いることが もっとも多いが、それ ら統計分類は量的分類と質的分類に大別 され
る。そして量的分類(た とえば資本金階級、従業者規模、資金階級など)に も論ずべきこと
は多いが、本論文では質的分類のうちでも社会的分業を表章する職業と産業の分類のみを取
り上げた。以下章別に内容の要旨をのべる。
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第1章 経済統計 と統計分類
本章ではまず経済統計を、時間と場所を特定 して生起する経済現象の量的側面を社会的集
団として表章 したものである、 と規定した。 したがって経済統計はつねに生産関係の相違に
もとつく歴史的規定を前提とした客観的実在の一定の反映である。そのことか ら当然に、将
来の予測や政策科学と結びっ く経済統計の利用という見解に対 しては否定的である。
このような経済統計の理解を前提すれば、統計分類 もまた商品生産社会の発展と照応 した
ものとしてとらえられ、社会経済現象を統計集団として把える具体的な作業一 統計調査一
を通 じて統計分類が次第に形成されていく過程に着目することになる。換言すれば、統計調
査→集計→統計系列の編成、の過程をへて統計分類が登場するが、統計系列のうち構造的系.
列に属するものの一っが職業分類および産業分類である。
つぎに、統計分類とグループ分けの関係にっいてのべる。グループ分けとは統計調査の結
果を社会科学の理論にもとつ く構造分析 という視点で集計分類することである。 これはレー
ニンの 「ロシアにおける資本主義の発展」にその代表例を多数みることができる。 このよう
なグループ分けは形式的斉合性のみに着 目する官製の統計分類 とは区別される。統計分類は
本来はこのグループ分けの観点で編成されなければならないのだが、官庁統計ではそれがと
かく非歴史的な形式主義に流れやすい。職業人口罵産業人口という現行の職業分類 と産業分
類にはこのグループ分けの視点はない。ここに統計の組み替え利用の必要が発生する。
第2章 社会的分業 と統計分類
本章では職業が、労働の生牽性の高まり、換言すれば商品としての消費財貨の生産拡大 と
ともに分化 してきたこと、それがやがて社会的分業にたずさわる人々の職業の類型化へ と進
む過程を論 じた。
まず、17世紀イングランドの社会的分業がどのように統計表章されたかをグロスターシャ
の 「軍役適格者名簿」によってみる。つぎに社会的分業は問屋制家内工業における職業とし
てとらえられ、さらにマニュファクチュアにおける職業として もとらえることができるが、
こうした過程をへて資本主義経済社会の形成が進むにつれて職業と産業の分化が次第に確立
していく。すなわち、農工の分離にはじまる労働者個人の職業の分化は賃金労働者の出現に
よって事業所単位の商品生産の分化へ と発展する。ここにおいて職業は労働者(統 計表章で
はもっとあいまいな就業者というとらえ方)個 人の属性となり、産業は事業所の属性となる。
資本主義経済では労働者は原則 として一人では完成商品を生産せず、資本に雇用されて特定
の事業所に所属 し、そこで完成商品の生産に参加する。か くて労働者の事業所内での部分労
働の差異に着目した職業の栂念、事業所で生産 される完成商品の使用価値の差異に着目した
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産業の概念が確立する。そしてこれらはいずれ も社会的分業を表章する。
第3章 日本の職業分類(そ の1)
本章では日本の人口調査の発展にそくして職業及び職業分類がどのように形成されて きた
かを論 じたQ』.』 』 ・'…=卜 ・"
1869年(明治2)の 「駿河国人別調」は杉亨二によって指導されたが、`駿河国の戸籍人口
調査の集計を通 じて当時の職業分化、職業分類が表章されている。杉は早 くからオランダ経
由の統計知識をもっていたが、幕臣の一人として徳川に従って駿河に移 つたのちこの人別調
を行 ったのである。この貴重な経験はやがて明治政府の役人としての杉に、政 府の正式な人
口調査 「甲斐国現在人別調」(1879年)を担当させることにつながる。「甲斐国現在人別調」
はさきの 「駿河国人別調」とはことなり、戸籍編成とは関係なく、「現在」人口の調査であっ
た。て んにち、人口は 「本籍人口」、「住民登録人口」、「統計人口」(国勢調査).、の三種 とし
て把えられるが、この三つ目の 「統計人口」調査の先駆的試みが 「甲斐国現在人別調」であ
る。
「甲斐国現在人別調」の集計にあたって、杉は1846年のベルギー第1回 国勢調査の職業
'分類を大いに参考 にした
。、これは近代統計学の父ともいわれるA.ケト'レー(当時、ベル
ギー統計局長)の 指導による職業分類である。ところで、「駿河国人別調」(1869年)の職
業分類 と 「甲斐国現在人別調」(1879年)の職業分類 とは10年のへだたりがあり、前者に
比べて後者はきわめて体系的である。 しかもその職業分類は当時の 日本経済(甲 斐国は一
つの典型)の 発展段階に照応して大分類が産業分類的に組み立て られた職業分類、1という
特徴をもっている。
一方、杉は1877年に太政官の仕事として 「日本職業区分稿」なるものを作成 しているが、
これ と 「甲斐国現在人別調」の集計に用いられた職業分類とは体系が全 く異っている(対
応表参照)。すなわち、前者はきわめて族籍的な分類(士 農工商)で あるのに対 し、後者
は職業の分類になっている。社会的分業を表章するための分類 としては後者がよりす ぐれ
ていることはいうまでもない。
1920年の第1回 国勢調査の職業分類がJ.ベルチ ョン分類を手本に していたことはこんに
ちでは周知のこととされるが、この国勢調査の試験調査ともいうべき 「甲斐国現在人別調」
(1879年)の職業分類がA。.ケトレーに負っていた事実は改めて検討さるべ きことであっ
た。本論文の一つの力点がそこにある。なお、1879年から約40年後に第1回 国勢調査がよ
うや く実現 したのであるがそこに至るまでには杉をはじめとす る統計関係者の大きな努力
があった。
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日本職業区分稿」と 「甲斐国現在人別調」の職業分類の対応表(大分類)
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16.建築 上 ノ 工 業
17.芸術 上 ノ 工 業
18.金石 土木竹草細工
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「甲斐国現在人別調」
1.農作 等 二 係 ル 業
2.飲食 等 二 係 ル 業
3.身 装 二 係 ル 業
4健 脚 等 二 係 ・レ業
5.家 具 等 二 係 ル 業
6.織 物 等 二 係 ル 業
7.金 物 二 係 ル 業
8・.其他ノ製造二係ル業
9.商 葉
10,通達融 通等 二係 ル業
11.公 役 等 二 係 ル 業
12.宗 教 二 係 ル 業
13.教 育 二 係 ル 業
14.医術 等 二 係 ル 業
15.学術 等 二 係 ル 業
16.遊芸 等 二 係 ル 業
17・其 ・ 他 ノ .業
第4章 日本の職業分類(そ の2)
日本の本国では戸籍の整備が早かったたあ(1871年)、それがかえってわざわいして全国
人口調査の実施が西欧諸国に比べて大巾におくれた。すなわち、第1回 の国勢調査は1920年
であった。 しかし植民地台湾では統治の必要上、1905年に本国より15年早 く第1回 人口調査
(「臨時台湾戸口調査」)が行われた。また、1907～11年の間には東京市をはじめい くつかの
地方自治体で人口調査が行われたが、これらはすべて本国の国勢調査(1920年)に先行 した
大きな実績となった。そして、いずれの人口調査でもベルチョン式職業分類が用いられた。
当時は国際標準職業分類はまだ確立 していなかったがベルチョン方式の職業分類が事実上の
国際標準分類であり、国内的には国勢調査用職業分類が日本標準分類の役割りを担っていた。
ところで第2次 大戦終了までの国勢調査用職業分類の変遷の過程には経済の軍事化の反映
をみることができる。戦後は1950年の世界センサスに日本 も参加することを契機として 「日
本標準職業分類草案」が作成 され るようになり、ILO国際標準職業分類の影響を受けなが
らもまだ占領下であったため、アメリカの分類専門家の直接の指導下に最初の日本標準分類
が作 られた。そのため日本経済の実情に合致 しにくい分類項目もみられた。たとえば、当時
労賃のやすい日本でこそ経営の成 り立つ 「自動車修理業」が 「自動車製造業」の中に組み込
まれ、当初の産業分類では 「サービス業」に分類されなかった。
ILOではすでに1949年にISCO(国際標準職業分類)の 大分類項目が採択されていたので、
昭和25年国勢調査の職業分類 も基本的な分類体系にはこの方式が採用された。 したがって、
日本標準職業分類では 「職業 とは個人の行 う仕事の型(typeofworkperformed)であっ
て、所属 している経済活動部門とは無関係である」という職業と産業の明確な区別が標準分
類の当初から導入されている。
第5章 日本の産業分類
産業分類の職業分類からの分離は、商品生産が小商品生産者による商品生産の段階から、
賃金労働者が資本に雇用されて事業所において完成商品を生産する段階に発展するにっれて
次第に明確になる。つまり、産業分類は事業所間(或 は企業間)の 社会的分業を表彰するも
のであり、職業分類は労働者の事業所内分業(或 は企業内分業)を 表彰するものとなる。 し
か し理論的にはそうであって も、国家の作成す る標準分類はそのような認識の上に作成され
るわけではない。すなわち、「職業はすべて事業所においていとなまれる」とする擬制が前
提され、資本主義的事業所(一 般の会社、事業所)も 非資本主義的事業所(国 家機関、地方
自治体機関、神社、寺、小説家など)もすべて 「事業所」という形式的概念で統一される。
その結果、資本主義経済特有の産業構造や職業構造の統計表章が困難となる。
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このように現在の標準産業分類は国際的にも国内的にも職業分類との形式的斉合性を重視
して作成されている。日本ではじめて産業分類が職業分類 とは独立に作成されたのは1930年
(昭和5)の 国勢調査からであるが、この段階では職業分類の大分類項目がまだ農業、水産
業、鉱業……という産業分類型であった。ところが1940年(昭和15)の国勢調査か らは職業
分類の大分類項目が経営者、事務者、技術者、作業者……というように就業者個人の事業所
内分業をはっきりと表章するようになったため、産業分類 との区別が明瞭になった。 このよ
うな傾向を一般に職業分類の 「純化」という。
「日本標準職業分類」は1949年には じめて制定されたが、それまでは職業分類と同様に国
勢調査用産業分類が事実上の標準分類であった。産業分類の国際的標準化は1893年にJ.ベ
ルチ ョンが第4回ISI(国際統計協会)に 提出 した職業分類の大綱にはじまる。 しか しこの
段階では産業分類との区別がそれほど明瞭でない。なぜならば分類の対象が個人だったか ら
である。 これを再編成 した産業分類が第5回ISI(1895年)に提出された。それは原始生産
者(農 、漁、鉱)、加工生産者(製 造業)、サービス従事者(商 、行政、自由業など)と いう
ように個人を分類対象にした産業分類であって事業所を分類の対象としたものではなか った。
1923年に第1回 国際労働統計家会議に提示 された標準分類もJ.ベルチ ョン式産業分類を
継承 したものであった。 しか し第2次 大戦後は1950年世界センサスに向けて各国が国連を中
心 に標準産業分類の作成に努力 した結果、1949年のISIC(国際標準産業分類)で は職業分
類 とも商品分類ともはっきりと区別された事業所の 「経済活動の種類」(kindofeconomic
activity)による産業の分類が出来上 った。現行の 「日本標準産業分類」も基本的にはこれ
に準拠 していることはいうまで もない。
ところで、最近(1983年)の「日本標準産業分類」の第9次 改訂では、大分類項 目の 「電
気、ガス、熱供給、水道業」と 「運輸通信業」がF.「製造業」の次におかれることになっ
た。 これによって従来の産業の3大 区分(第1次 産業、第2次 産業、第3次 産業)の うち第
2次産業の内容が 「鉱業」、「建設業」、「製造業」、「電気、ガス、熱供給、水道業、」、「運輸
通信業」 となり、 したがって第3次 産業の内容が 「卸売業、小売業、飲食店」以下の流通、
金融、サービス、公務という非物的生産の産業(公務を産業とする非科学性は別 として)の
みとなったことは注目に値する。長い間慣用されてきた第1次 、第2次 、第3次 産業の3大
区分の内容が大きく変更される意義は大きい。つまり、物的生産(第1次 、新第2次 産業)
と非物的生産 とが区別されることによって、最近の産業構造の特徴といわれる第3次 産業の
肥大化を表章する統計資料が大きく変ることになる。
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第6章 職業 ・産業分類の諸問題
この章では分類体系上の問題よりも、まず、具体的な分類作業の過程で個人や事業所の職
業や産業がどのように格付けされていくかをとり上げた。職業分類が如何に合理的で立派な
ものであって も、分類格付けをあやまれば統計表章は失敗に終るからである。
つぎに、職業分類とも関連の深い 「従業上の地位分類」についてはとくに 「雇用者」概念
があまりに広義であるために資本家的機能をいとなむ社長や重役 と賃金労働者の区別があい
まいになっている問題をとり上げ、これが国際的にも未解決であることを指摘す る。 しか し、
一方で現状分析を階級的視点から行うために職業分類と従業上の地位分類 とを組み合せた階
級構成表の作成がすでに試みられており、大橋隆憲氏の先駆的作業を高 く評価す る。
つぎに、職業分類と産業分類の形式的斉合性を重視する結果として 「無職業者」の分類が
標準職業分類か ら欠落 している問題をとり上げる。「無職業者」には財産所得者や失業者が
ふ くまれ るので これを無視することは正 しくない。「軍人」の職業分類上での取 り扱いとと
もに検討を要する。そ もそも 「軍人」(自衛官)を 一っの職業分類 とみるか、あるいは個々
の軍人をその職種別に職業分類の対象 とするかという問題である。これは産業分類上での
「軍隊」(自衛隊)の 取 り扱い とともに検討を要する。現行のISCO(国際標準職業分類)
では 「軍人」は大分類では別掲されているが、ISIC(国際標準産業分類)で は 「軍隊」は大
分類では別掲 しないで 「軍隊」や 「警察」を一般の行政サービスと同一視す る。現行の日本
標準職業分類では 「自衛官」は職能別ではな く一括 して大分類 「保安職業従事者」の中の小
分類 とされており、日本標準産業分類では 「自衛隊」は大分類 「公務」の中の 「行政機関」
の一つ としての 「総理府」の 「内容例示」、宮内庁や行政管理庁 とならぶ防衛庁の内部機関
として掲げられている。 しか し職業分類では 「自衛官」は職種別に職業分類の対象とすべき
であり、「自衛隊」は産業分類では大分類で一般行政機関 と区別 して別掲すべきである。
「職業」は就業者の具体的な労働形態の差異によって分類され、「産業」は事業所の産出
する商品たる財貨やサービスの使用価値の差異によって分類されるべきである、というのが
職業分類、産業分類の基本原則でなければならない。そうでなければ社会的分業の表章は混
乱する。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1
本論文は、経済統計分類の中で基本的な位置をしめる職業分類および産業分類の形成過程
を、主として国勢調査に焦点を合わせつつ、社会統計学の立場か らこれを理論的、歴史的に
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論述 したものである。
その内容は、第1章 経済統計 と統計分類、第2章 社会的分業 と統計分類、第3、4章
、日本の職業分類(そ の1、2)、第5章 ・・日本の産業分類、第6章 ・職業 ・産業分類の諸
問題 からなっている。
第1章 は、経済統計の定義、経済統計の対象の歴史性、.統計分類の意義、分類標識の決定
基準、および統計分類の歴史的吟味 ・批判の必要性を論 じている。
氏は社会統計学派の立場か ら、経済統計においては質的分類 とぐにグループ分けを重視 し
なければならないこと、統計分類の標識の変遷が生産関係の歴史的規定としての客観的実在
の反映 としてとらえ・られること、統計分類の基準の決定は経済学の理論、なかんず く社会科
学の理論に もとつ く構造分析 という視点から行われなければならないこと、を強調する。氏
の統計分類批判の立場は、統計分類の抽象的方法か ら接近するものではな く、分類される対
象の特殊性と、その対象の歴史的構造変化がどのように表章 されるかをみてゆ くものである。
第2・章は、職業分類と産業分類に反映されて.いる実体が何であるかを追求する。
17世紀イングランドの社会的分業を示す統計表、イギリスとわが国の 「問屋制家内工業」
と 「工場制手工業」の職業を考察 し、「職業」 も.「産業」 もともに商品生産を前提とする社
会的分業にもとづき、 これを表章する社会的形態、すなわち、商品生産社会になってはじめ
て発生 した社会的分業という実体を担 う形式であり、「職業」は常に属人的標識であるのに
対 し、「産業」は歴史的にみれば当初は属人的標識であったが、賃金労働者の創出とともに
次第に人為的機構の属性になったのであるから、職業分類にも産業分類にも社会的分業関係
が反映されている、 と主張している。個人間の職業分化は、社会的分業とは区別される 「作
業場内分業」の表現である、 とする従来の通説とはきわだって異なる氏の独自の見解となっ
ている。以下では、 この視点に立って日本.の職業分類 ・産業分類の歴史的変遷を論 じている。
第3、4章 は、明治維新以来のわが国の国勢調査を中心 とした職業分類の歴史的変遷を、
内外の資料を比較 ・検討することによって詳細にあとづけた部分であり、本論文の中心をな
す ものである。今 日では目にふれることの少な くなった貴重な資料なども多数駆使 しており、
本論文の文献上、資料上の価値を高めている。
第3章 は、「駿河国人別調」・(1869年)'から 「第1回 国勢調査」(1920年)に到るまでの時
期をあつかう。当時の職業分類の特徴は産業分類的職業分類という点にあるが、明治時代の
職業分類は列挙主義であり、これを集括するための原理を産業という点に求めた、とする見
解に対 し.て、氏は、 こ・の特徴は小商品生産を主軸 とする当時の経済構造の反映物である、と
解釈 し、それに積極的な評価を与えている。わが国では標準職業分類の原型をJ.Bertillon
分類にお.く見解が定着 しているが、それに先だつ 「甲斐国現在人別調」(1879年)の職業分
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類は、A.Queteletの職業分類(1846年)を基礎としたものであることを、ベルギー中央統
計局から直接入手 した関係資料を通 じてあとづけており、統計史的にも新 らしい貢献をして
いる。また、初期の職業分類 に存在 した 「無職業者」の細分類は、Bertillon分類の導入と
ともに消滅 したが、これは望ましいものではなかったことを強調 している。
第4章 は、その後の国勢調査において職業分類が産業分類から分離独立 し、職業分類が純
化ナ る過程を明らかにする。
産業分類的職業分類という特徴は1940年国勢調査までつづ くが、氏は、 この間 「職業」は
そのまま特定の産業に属 しており、今 日のように各産業を横断する 「職業」が社会的にまだ
確立 していなかったため、産業分類 と職業分類の混合がかえってこの間の社会経済の実体を
よく表章 しえた、と評価 している。 この見解に対 しては種々意見のあり得るところである。
なお、 日本標準職業分類 は、mO国 際標準職業分類の影響をうけて1950年に作 られたが、
職業人 口と産業人口 とを一致きせるという形式的斉合性が定着 し、「職業」はすべて 「事業
所」において営まれるとしたために、資本主義生産と小商品生産の区別が出来な くなったこ
とを問題視 している。
第5章 は、第1回 国勢調査(1920年)から今回(1983年)の大幅な改訂までの時期につい
て、産業分類が職業分類から分離形成される歴史的過程を内外の資料をもとにして明 らかに
する。その過程で有職業人口=有産業人口という形式主義的斉合性がどのように出来上った
かを、豊富な資料をもとに詳細に検討を加えている。 これは本論文の主要な貢献の一っであ
る。
氏は、産業分類が職業分類から発生 して くるのは、企業内(と くに工場内)分 業の発展に
伴 い、従来の職業分類にくわえて、工場内分業という角度か ら分類の必要性が生 じ、産業分
類が分離するためである、としている。また、職業はすべて事業所において営まれるという
擬制は、現実の資本主義経済社会における 「職業」と 「産業」の意味をあいまいにし、それ
に代って 「職業のあるもの」=「 事業所に所属するもの」 という形式的斉合性が出現するが、
現実 にはその逆で、「産業」が職業のあるものを規定するのであるとして、従来の標準分類
の視点に反対 している。現在問題になっている標準分類の改訂に対 しては、標準分類は社会
的分業を反映すべきものであるという立場か ら、改訂は産業構造の変化や産業の新旧交替の
社会的定着を待って着手すべ きであって、決 して経済的実体か ら遊離すべきではない、とす
る。サービス産業の分類再編成にあたっては、事業所の生産する財貨 とサービスの種類(使
用価値)に 着目した標識が分類基準となるべきであり、.また資本主義経済社会の分業を正確
に表章するために資本活動とそれ以外の活動を区別 しなければならない、1とする。
第6章 は、以前の諸章 とは一応独立の形で、職業 。産業分類の格付けの問題、従業上の地
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位分類、'および無職業者と軍人 ・軍隊の分類の問題をあっかっている。
「従業上の地位分類」に関しては、雇用者の概念規定が国際的にもいまだに不十分である
とし、究極的には階級構成表の作成に進むべきであると主張 している。また、現行の自衛隊
のあつかいには概念上の混乱があると指摘 し、産業分類では軍隊を別掲 し、職業分類では仕
事の種類によらて分類すべきであるとしている。「職業」は就業者の具体的な労働形態の差
異 によって分類 され、「産業」は事業所の産出する商品の財貨サービスの使用価値の差異に
よって分類すべきであると主張 している。
皿
本論文は、主として国勢調査にあらわれる職業分類と産業分類を理論 と歴史の両面から論
じたものである。統計分類の問題は、統計実務家の立場か ら検討されることは多いが、理論
面から全面的に取 りあげた研究書は少ない。本論文は、従来の研究上の空白を埋め、統計分
類への関心を改めて換起 した。 この意義は小さくない。
氏は、長年に亘 って集めた関係資料を整理 し、体系的に紹介することにも努力 しており、
本論文の文献上、資料上の価値を高めている。
また、「甲斐国現在人別調」の職業分類は、A.Queteletに負っているとされていたが、
実際にベルギー中央統計局より関係資料を入手 し、Queteletの職業分類と同 じ構造を もっ
ていることを実証 し、Bertillon式の分類にもとつ く職業分類の前に、Quetelet分類があっ
たことを明 らかにしている。また、「甲斐国現在人別調」は、 日本職業区分稿(1877年)と
は分類体系を異にしていることを明らかに している。
理論の面では、職業分類 と産業分類に反映されているものは商品経済の社会的分業である
ととらえ、両分類を統一的に考察するという試論を提示 しており、今後の同種の研究にとっ
て無視 しえない視角を与えている。
以上、本論文の主要な特徴が認められるが、半面、理論面できわめて野心的なものを提起
しており、残された問題および未解決の点 もみうけられる。氏の主張の基礎には、商品経済
社会における社会的分業が職業分類 ・産業分類に反映されるという大前提があるが、現実の
経済、それを説明する経済学、経済を数量的にとらえる分類体系、分類体系にしたがって調
査集計す る具体的作業、そして統計調査するものの目的との間に存在する関係は単純なもの
ではない。氏の主張を実証するには、それぞれの側面を一つ一つ歴史的にあとづける必要が
ある。また、方法論的にも論証を要 し、概念規定のより一層の明確化を必要としている。氏
はこの点、あまりにも単純化 している、と考えられる。また、従業上の地位分類と職業分類
との関係が同じ原理で説明できるか否かという問題や、資料の収集 ・紹介にあたっては部分
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的に第1次 資料まで遡 らないため不十分癖ところも残 されており・今後の研究に待たなけ屯
ばならない点 もある。
ζうした問題があるにもかかわらず・本論来が職業分類および産業分類の形成牽理論的お
よび歴史的に考察 した経済学的研究として・今後の同分野の研究 にとって避けることのでき
ない重要な参照点となることは疑いな.い。
以上審査 した結果によって、本論文は経済学博士論文 として合格と判定する。
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